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研究要旨 HIV感染症の拡大防止に向け、早期診断の達成状況を踏まえ
た精度の高い発生動向把握は重要である。本研究では日本国内疫学デー
タを指標としたHIV感染者数、未診断者数の推計を目指す。令和6年度は
COVID流行下におけるHIV診断への影響の評価を重点に地域別HIV検査数、
陽性数、早期診断率の評価を軸とした詳細な短期的動向把握、および国
内疫学データを指標とするモデルの開発を進めた。 

 
 
Ａ．研究目的 

HIV 感染拡大抑制に向け、精度の高い HIV

発生動向の把握が求められている。我々は

先行研究（厚生労働科学研究費補助金エイ

ズ対策政策研究事業）において新規 HIV 診

断者にしめる早期診断者割合の把握に向け

た地域別血清学的調査を実施する連携体制

を構築し、この早期診断率を指標とした感

染者推計において我が国における HIV 診断

率が 95%に達していないことを示した。この

報告はバイオマーカーを指標とした国内初

の HIV 感染者数の推定値である。その一方

で、血清学的地域が実施不可能な地域の推

定値に課題が残っている。本研究ではこの

高い独創性を維持・活用し、血清学的調査を

基盤とした早期診断率の把握、日本国内 HIV

感染者数の推計、および HIV 診断体制にお

ける COVID-19流行の影響の評価等、詳細な

日本国内の発生動向を把握する。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 地域別早期診断率の推定 

 大都市圏における早期診断率の推計に向

け、東京都、大阪府、福岡県を対象として保

健所等の無料匿名検査にて HIV 陽性が判明

した残余検体を用いて血清学的手法にて早

期診断者を同定し、暦年の新規診断者に占

める早期診断者割合を評価した。 

2. 大都市圏以外の地域における早期診断

率の把握に向けた新規指標の開発 

 2000 年以降に日本国内で実施された HIV

疫学調査、質問調査に関して、すでに学術

誌、学術集会、研究報告書等に報告され公開

されている情報を対象として、先行 Review

を実施した。令和 6 年度は特に報告数の多

い地域における MSMの受検行動および PreP

実施状況、近年 HIV 以外の STI の報告数の

増加が認められる女性感染者の動向につい

て重点的に情報収集を進めた。 

3. 国内疫学指標を活用可能にする HIV 感

染者数推計に向けた新規モデルの開発 

 欧州疾病対策予防センター（ECDC）の CD4-

depletionモデルなど、すでに公開されてい

る国際標準モデルを比較検討し、日本国内

HIV感染者数推定に用いることの妥当性、本

研究で開発を進める日本国内疫学データを

指標とした変数の開発、HIV感染者推計モデ

ルの構築を進めた。 

4. 地域別 HIV 検査数と陽性数に関する解

析 

 自治体が集計し公開した保健所等におけ



る HIV検査数（委託検査を含む）、該当検査

による陽性数（医療機関にて診断されたも

のを除く）を基に陽性率を年次別に分析し

た。速報値と確定値に乖離があった場合は

最新データを使用した。 

（倫理面への配慮） 

地域別血清学的コホートの開始に際し、

国立感染症研究所倫理委員会、および抗体

解析を実施する研究協力機関の倫理委員会

の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

2020年以降、日本全国いずれの地域にお

いても HIV 診断数は減少している。そこで

診断体制の変化が報告数に及ぼす影響を地

域別に比較した。いずれの地域においても

検査数の減少と検査陽性率の上昇が認めら

れ、検査数と陽性率は逆相関を示した。一

方、変化率は地域によって異なった。特に東

京都は他の地域と比較し、検査数の減少が

報告数の減少に大きく影響していないこと

が示唆された。なお 2020年、2021 年ともに

医療機関からの報告群と保健所等の自治体

行政検査の陽性群の報告比率、診断時 CD4

の分布を比較したところ両郡において有意

差は認められない。 

 東京都、福岡県における新規 HIV 診断者

血液を用いた血清学的解析において、新規

陽性者に占める感染後半年以内と推定され

る早期診断者の割合は 2005 年以前は東京

都約 40％、大阪府約 25％、福岡県 20％と新

規 HIV 陽性数に関係なく概ね一定であった

のに対し、2018年以降は特に東京都では低

下傾向が続き、その後上昇していることが

示された。 

 
Ｄ．考察 

世界的に COVID 流行以降、HIV の診断体

制が大きく変化していることが報告されて

いる。日本国内においても検査機会の減少、

診断数の減少等、短期的な動向の変動が報

告されている。一方で、HIV感染者・未診断

者推計において理論上直近数年の報告数の

増減の寄与度が大きいため、直近の報告数

の減少は過去 10年の HIV発生数（未診断者

を含む）の過小評価になるかことが課題と

して指摘されている。本研究において早期

診断率、検査実施数等を指標とした解析か

ら、2020 年以降の推定 HIV 発生数は COVID

流行前と比較して減少していないことが示

唆された。現在、このような短期的な変動を

長期的な動向の推計に反映させることが可

能な推定モデルの開発を進めている。。 

 
Ｅ．結論 

日本国内疫学データを指標とした国内

HIV感染者数・未診断数の推定、および詳細

な動向解析にむけ、令和 5 年度は地域別血

清学的コホートの実施、先行レビュー、質問

紙調査の実施により国際指標の開発を推進

した。次年度以降、収集したデータの関連分

析、新規数理モデルの構築を進める予定で

ある。 
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  （予定を含む。） 
１．特許取得 
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２．実用新案登録 
該当なし 
３．その他 
該当なし 

 


